
●費用の3分の2は補助されるので 
　　アドバイザー派遣料は1人  1日15,000円 

ITコーディネータ協会のホームページ 
「経営者のためのITコーディネータ活用術」 
をご覧ください 

URL:http://www.itc.or.jp/ 

ITコーディネータ検討のための詳細情報は―― 

ITコーディネータとは？ ITコーディネータとは？ 

ITコーディネータを試してみたいときは―― 

特定非営利活動法人 
ITコーディネータ協会（ITCA） 
　住所：東京都港区芝公園1-8-21 
　　　　　　　　芝公園 リッジビル７F 
　電話：03-5733-8380 
　担当：森、前田 

中小企業総合事業団の 
  「IT推進アドバイザー派遣事業」の 
　窓口業務も行っております。 

ここを 
クリック！ 

　ITコーディネータは経営者の立場に立ち、中立なポジションで経営改革を支援する
経営と ITの専門家。IT活用においては経営戦略からシステム運用までを一貫してサ
ポートする。 
　この資格は、1999年に通商産業省（現在の経済産業省）の企業 IT化推進プロジェ
クトである戦略的情報化投資活性化事業（ITSSP）の一環として創設された。 
　2003年末現在で約4500
人の IT コーディネータが
全国で活躍している。地域、
目的に応じた自主組織も数
多く立ち上げられ、研究会・
研修事業などもさかんであ
る。 
　IT コーディネータを活
用中の企業は、IT 投資向
けの低金利・無担保ローン
である「IT コーディネー
タ　IT 活用型経営革新ロ
ーン」が利用できる。 

お気軽にご相談ください。 
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情
報
サ
ー
ビ
ス
企
業
が
集

ま
る
江
東
区
で
、
江
東
区
内

の
中
小
企
業
の
Ｉ
Ｔ
化
支
援

活
動
を
行
う
こ
と
を
目
的
と

し
た
Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ

組
織
「
Ｉ
Ｔ
Ｃ
江
東
コ
ン
ソ
ー

シ
ア
ム
」
が
設
立
さ
れ
、
２

０
０
３
年
10
月
14
日
に
設
立

総
会
が
開
か
れ
た
。 

　
本
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
は
Ｎ

Ｅ
Ｃ
ソ
フ
ト
内
の
「
Ｉ
Ｔ
Ｃ

連
絡
会
」
メ
ン
バ
ー
を
中
心
に
、

江
東
区
の
Ｉ
Ｔ
関
連
企
業
に

属
す
る
Ｉ
Ｔ
Ｃ
、
ま
た
個
人
の
Ｉ
Ｔ

Ｃ
が
参
加
す
る
組
織
。
東
京
都
お
よ

び
江
東
区
役
所
の
後
援
の
も
と
、
地

域
貢
献
と
し
て
の
中
小
企
業
支
援
事
業
、

具
体
的
に
は
中
小
企
業
を
対
象
に
し

た
研
修
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
通

じ
て
区
内
企
業
の
経
営
基
盤
強
化
を

ね
ら
う
。 

　
平
成
16
年
度
の
主
な
活
動
と
し
て
は
、

①
Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
に
よ
る
Ｉ

Ｔ
相
談
室
（
常
設
）、
②
中
小
企
業
向

け
セ
ミ
ナ
ー
、
③
経
営
者
向
け
セ
ミ
ナ
ー
、

④
Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
派
遣
事
業
、

⑤
経
営
改
革
支
援
事
業
な
ど
が
計
画

さ
れ
て
い
る
。 

　
①
の
無
料
相
談
会
は
設
立
ま
も
な
く
、

③
の
セ
ミ
ナ
ー
に
関
し
て
も
、
２
月

６
日（
金
）、13
日（
金
）、20
日（
金
）
３

日
間
、
江
東
区
商
工
情
報
セ
ン
タ
ー

会
議
室
（
カ
メ
リ
ア
プ
ラ
ザ
９
階
）

に
て
戦
略
的
情
報
化
企
画
実
践
研
修

の
開
催
を
予
定
す
る
な
ど
、
早
速
に

活
動
が
展
開
さ
れ
て
い
る
。 

　
ま
た
、
④
の
Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
派
遣
事
業
に
関
し
て
は
、
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
費
用
の
３
分
の
２
を
国

が
補
助
す
る
ほ
か
、
江
東
区
で
も
６

分
の
１
の
補
助
を
実
施
す
る
た
め
、

企
業
側
の
費
用
負
担
は
６
分
の
１
で

済
む
と
い
う
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。 

　
本
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
は
、
地
方
自

治
体
と
地
元
の
Ｉ
Ｔ
企
業
が
中
小
企

業
の
Ｉ
Ｔ
化
推
進
に
向
け
て
連
携
す

る
と
い
う
大
変
ユ
ニ
ー
ク
な
事
例
だ
。

他
の
地
方
自
治
体
へ
の
波
及
効
果
も

期
待
さ
れ
て
い
る
。 

　
２
０
０
３
年
11
月
15
日
、
福
岡
県

福
岡
市
で
Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
向

け
研
修
と
し
て
「
デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン

グ
実
践
セ
ミ
ナ
ー
」
が
開
催
さ
れ
た
。 

　
本
研
修
会
は
デ
ー
タ
マ
イ
ニ
ン
グ

の
第
一
人
者
で
あ
る
上
田
太
一
郎
氏

を
講
師
に
、「
経
営
戦
略
立
案
に
際
し

情
報
・
デ
ー
タ
を
分
析
し
、
デ
ジ
タ

ル
か
つ
視
覚
的
な
判
断
基
準
を
サ
ポ
ー

ト
す
る
手
法
」
で
あ
る
デ
ー
タ
マ
イ

ニ
ン
グ
を
、
表
計
算
ソ
フ
ト
「
Ｅ
ｘ

ｃ
ｅ
ｌ
」
を
使
っ
て
行
う
と
い
う
も
の
。 

　
ま
た
、
Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
研

修
で
は
初
め
て
と
な
る
、
サ
テ
ラ
イ

ト
会
場
を
用
い
た
遠
隔
研
修
を
実
施

し
た
。
研
修
当
日
は
臨
時
の
Ａ
Ｄ
Ｓ

Ｌ
回
線
を
接
続
し
、
テ
レ
ビ
会
議
シ

ス
テ
ム
を
稼
働
さ
せ
た
。
地
方
都
市

に
お
け
る
研
修
機
会
均
等
化
へ
の
第

一
歩
と
し
て
注
目
さ
れ
る
。 

説明会 説明会 
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「
Ｉ
Ｔ
Ｃ
江
東
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
設
立
 

　
　
　
　
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
て
経
営
革

新
を
行
う
企
業
を
支
援
す
る
「
Ｉ
Ｔ

活
用
型
経
営
革
新
モ
デ
ル
事
業
」
の

平
成
16
年
度
募
集
が
、
近
づ
い
て
き
た
。 

　
同
事
業
は
、
中
小
事
業
者
ま
た
は

中
小
事
業
者
が
設
立
す
る
コ
ン
ソ
ー

シ
ア
ム
が
地
域
で
モ
デ
ル
と
な
り
う

る
よ
う
な
Ｉ
Ｔ
活
用
に
よ
る
ビ
ジ
ネ

ス
シ
ス
テ
ム
構
築
を
行
う
こ
と
に
対
し
、

開
発
・
導
入
な
ど
の
費
用
を
補
助
す

る
と
い
う
も
の
だ
。 

　
補
助
は
対
象
と
な
る
費
用
の
２
分

の
１
で
、
事
業
終
了
確
認
後
、
支
払

わ
れ
る
。 

　
平
成
16
年
度
は
同
事
業
の
予
算
枠

が
前
年
よ
り
大
幅
に
広
が
り
11
億
８

千
万
円
と
な
っ
た
（
前
年
度
は
７
億
円
）。

募
集
に
は
取
り
組
み
内
容
や
計
画
等

に
関
す
る
書
類
提
出
が
必
要
で
、
審

査
の
上
、
採
否
が
決
ま
る
。
企
業
単

独
で
計
画
書
を
作
成
す
る
の
は
な
か

な
か
難
し
い
の
で
、
Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
な
ど
へ
相
談
す
る
こ
と
を
お
薦
め

す
る
。 

　
募
集
日
程
は
ま
だ
発
表
さ
れ
て
い

な
い
が
、
前
年
度
は
４
月
１
日
〜
５

月
７
日
が
公
募
期
間
だ
っ
た
の
で
、

早
め
に
準
備
を
進
め
て
お
き
た
い
。 

　
申
し
込
み
は
該
当
地
域
の
経
済
産

業
局
で
受
け
付
け
る
。 

組織 

研修 

組織 

お問い合せ 
ITC江東事務局 
TEL：03-5569-5722 
FAX：03-5569-3304 
info@itc-koto.org 
http://www.itc-koto.org/

お問い合せ 
hdsuzu@m1.ffn.ne.jp 
電話：047-423-4568 

　
中
小
企
業
へ
の
Ｉ
Ｔ
活
用
支
援
を

目
的
と
し
た
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
が
２
０
０

３
年
９
月
、
千
葉
県
で
誕
生
し
た
。 

　
こ
の
新
組
織
は
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
「
千

葉
県
Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
」（
代
表 :  

鈴
木
英
男
）。
同
年
２
月
に
結
成
さ
れ

た
Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
組
織
「
千

葉
県
Ｉ
Ｔ
Ｃ
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
を

母
体
と
し
て
い
る
が
、
Ｉ
Ｔ
Ｓ
Ｓ
Ｐ

事
業
を
は
じ
め
と
し
た
行
政
お
よ
び

地
域
と
連
携
し
た
社
会
貢
献
活
動
を

行
う
た
め
、
法
人
格
を
も
た
せ
た
も

の
で
あ
る
。
約
20
人
の
Ｉ
Ｔ
Ｃ
が
会
員

と
し
て
参
加
し
て
お
り
、
今
後
は
賛

助
会
員
も
募
っ
て
い
く
予
定
。 

　
副
理
事
長
を
務
め
る
Ｉ
Ｔ
Ｃ
高
山

和
子
氏
は
、
活
動
方
針
に
つ
い
て
「
成

果
を
出
し
て
い
く
こ
と
を
目
的
と
し

て
い
る
。
現
在
重
点
的
に
取
り
組
ん

で
い
る
の
は
、
ネ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
プ
の

シ
ス
テ
ム
構
築
に
関

す
る
研
究
と
戦
略
立
案
。

ま
も
な
く
具
体
的
な
ネ
ッ

ト
通
販
支
援
事
例
を

ご
紹
介
で
き
る
と
思
う
」

と
話
し
て
い
る
。 

　
経
済
産
業
省
情
報
処
理

振
興
課
は
、
２
０
０
３
年

10
月
お
よ
び
11
月
、
全
国

９
カ
所
で
「
Ｉ
Ｔ
投
資
促
進
税
制
に

関
す
る
説
明
会
」
を
開
催
し
た
。 

　
説
明
会
で
は
、
地
域
の
特
性
を
踏

ま
え
、
税
制
以
外
に
も
最
新
の
政
府

施
策
や
経
営
革
新
に
役
立
つ
各
種
情
報
・

導
入
事
例
な
ど
、
充
実
し
た
内
容
が

盛
り
こ
ま
れ
た
。 

　
11
月
に
関
東
経
済
産
業
局
が
開
催

し
た
関
東
地
区
の
説
明
会
で
は
、
過

去
に
Ｉ
Ｔ
活
用
型
経
営
革
新
モ
デ
ル

事
業
の
採
用
を
受
け
た
多
摩
冶
金
、

村
井
、
イ
ー
ア
ン
ド
エ
ム
の
３
社
の

経
営
陣
が
自
社
の
Ｉ
Ｔ
化
事
例
を
発

表
す
る
な
ど
、
よ
り
実
践
的
な
プ
ロ

グ
ラ
ム
で
あ
っ
た
。 

全
国
９
ヶ
所
で
I
T
投
資
促
進
説
明
会
 

「
千
葉
県
I
T
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
」
設
立
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2003年 
12月末現在 

40

名称及び担当課 

北海道経済産業局 
産業部 
情報政策課 
 
 

東北経済産業局 
産業部 
情報政策課 
 

関東経済産業局 
産業企画部 
情報政策課 
 
 

中部経済産業局 
産業企画部 
情報政策課 

所在地等 

〒060-0808 
札幌市北区北8条西2丁目 

札幌第1合同庁舎 
TEL：011-709-2311 

（内線2565～2567） 

〒980-8403 
仙台市青葉区本町3-3-1 

仙台第1合同庁舎 
TEL：022-225-6078（直通） 

〒330-9715 
さいたま市中央区新都心1-1  
さいたま新都心合同庁舎1号館 
TEL：048-600-0280～ 

0283（直通） 

〒460-8510 
名古屋市中区三の丸2-5-2 
TEL：052-951-0560（直通） 

所轄する都道府県 

北海道 
 
 
 
 

青森、岩手、宮城、
秋田、山形、福島 
 
 

茨城、栃木、群馬、
埼玉、千葉、東京、
神奈川、新潟、長野、
山梨、静岡 
 

愛知、岐阜、三重、
富山、石川 

名称及び担当課 

近畿経済産業局 
産業企画部 
情報政策課 
 

中国経済産業局 
産業部 
情報政策課 
 

四国経済産業局 
産業部 
情報政策室 
 

九州経済産業局 
産業部 
情報政策課 
 

沖縄総合事務局 
経済産業部 
産業課 
 

所在地等 

〒540-8535 
大阪市中央区大手前1-5-44 

大阪合同庁舎1号館 
TEL：06-6966-6015 

〒730-8531 
広島市中区八丁堀6-30 

広島合同庁舎2号館 
TEL：082-224-5630（直通） 

〒760-8512 
高松市番町1-10-6 

高松第1合同庁舎 
TEL：087-831-3141（代） 

〒812-8546 
福岡市博多区博多駅東2-11-1 

福岡第1合同庁舎 
TEL：092-482-5440（直通） 

〒900-8530 
那覇市前島2-21-7 

カサセン沖縄ビル 
TEL：098-866-0067（直通） 

所轄する都道府県 

福井、滋賀、京都、
大阪、兵庫、奈良、
和歌山 
 

鳥取、島根、岡山、
広島、山口 
 
 

徳島、香川、愛媛、
高知 
 
 

福岡、佐賀、長崎、
熊本、大分、宮崎、
鹿児島 
 

沖縄 
 
 
 

〈平成16年度  IT活用型経営革新 
　モデルについての問い合せ〉 


